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議事（２） 草津市下水道事業第９期経営計画の策定について



１ 草津市下水道事業第９期経営計画策定の趣旨
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・草津市の下水道事業は、昭和５７年度から一部供用を開始し、現在の普及率は
99.６%。
・近年の下水道事業を取り巻く環境は、経済情勢の低迷、節水機器等の普及により
下水道使用料収入の大幅な増加は期待できない。
・これまでに整備した施設の老朽化への対応などが必要となる。
・地震や頻発する集中豪雨等への自然災害リスクの対応など事業環境の変化による新
たな課題が生じている。

※草津市下水道事業第９期経営計画 策定
（令和４年度～令和１５年度）

これらの課題に対応するため

※本経営計画は総務省が策定を推奨している経営戦略に位置づけられるものです。（以下同じ）
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草津市下水道事業第９期経営計画策定の位置づけ

新下水道ビジョン
（平成26年7月）

国土交通省・総務省

公営企業の経営に
当たっての留意事項

（平成26年8月）

滋賀県

滋賀県下水道
中期ビジョン

（令和２年度策定予定）

草津市

第６次草津市
総合計画

（令和２年度策定予定)

将来の
需要予測 将来必要な投資

規模の目標設定

投資計画

将来の
収支予測

経営目標の設定

中長期的に収支
均衡を可能とする
企業債・資金等の
水準の目標設定

財政計画

経営計画
R4～R15

第９期経営計画
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計画策定の概要

◆目的
下水道サービスを、将来に渡り継続するべく、様々な事業環境や経
営環境の変化に対応しつつ、安定した経営を続けていくため。

◆内容
１２年間の事業方針、事業計画、投資・財政計画、
効率化・経営健全化の取組方針等

◆計画期間
令和４年度～令和１５年度（１２年間）

◆策定期間
令和２年度～令和３年度
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策定に向けての流れ

草津市下水道事業
第９期経営計画（案）
◆事業方針
◆事業計画
◆投資・財政計画
◆効率化・経営健全化
の取組方針等

上下水道事業
運営委員会

市長

パブリックコメント

諮
問

答
申

計画の策定

審議



２ 策定スケジュール
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回 開催日、開催時期 会議内容

第1回
（R2年度第1回）

8月21日
次期経営計画策定趣旨、
スケジュール、現計画説明、評価

第2回
（R2年度第2回）

10月
経営の現状（決算報告）
汚水量予測
事業計画

第3回
（R2年度第3回）

令和３年1月
目標設定、経営将来予測、
財政シミュレーション、
使用料の方向性

第4回
（R2年度第4回）

3月 経営計画（案）、使用料の方向性

第５回
（R３年度第１回） ４月 まとめ、答申
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全体スケジュール
令和２年度 令和３年度

６月 ７月 ８月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

①委員会            ②委員会 ③委員会
○現状把握 ○汚水量予測、 ○目標設定、

（8/21） 　 事業計画 　 財政計画等、

　（10月） 使用料の方向性

　（1月）
④委員会

○経営計画、

   使用料の方向性

（3月）

⑤委員会

〇まとめ、答申

　（4月）

諮問 答申

〇中間報告 〇パブリックコメント事前説明
〇パブリックコメント

　　　結果報告

策定着手 修正 策定完了

９月 10月 11月 12月11月 12月

議
会
協
議

計
画
策
定

９月 10月

上
下
水
道
事
業
運
営
委
員
会
 
 
パ
ブ
リ

ッ
ク

コ
メ
ン
ト

募集



３ 下水道事業の概要説明
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事業区分 目的 処理方法 資金区分

汚水事業 生活衛生の向上や公共用
水域の水質保全

汚水を処理場で処理
し琵琶湖へ排水

下水道使用料

雨水事業 浸水被害の軽減 雨水を河川へ排水 税収入
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【公共下水道】
◆滋賀県が設置し１１市
町の広域で構成された流
域下水道で浄化処理

◆昭和４９年より事業に
着手、昭和５７年度より
供用開始

◆下水道人口普及率
令和元年度末 99.6％
（市全体人口に対する下水道
の整備済人口の割合）

整備状況（汚水事業）

湖南中部浄
化センター
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処理区域内人口および水洗化人口の推移
・水洗化率９7．9％（令和元年度末）

人口推移（汚水事業） ※農業集落排水事業含む

R1

①

②

③



0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

S46 S48 S50 S52 S54 S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11H13H15H17H19H21H23H25H27H29 R1

11

＜今後更新を行わなかった場合＞

管路布設年度（汚水事業）

令和11年度時点
経年管 1％

令和21年度時点
経年管 23％

年
度
別
布
設
延
長

（km）

※経年管とは、法定耐用年数(50年)を超過した管

令和元年度時点
経年管 0％

※農業集落排水事業含む
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【公共下水道】
◆昭和５３年より下水道
事業の浸水対策開始

◆整備率
≪雨水幹線の整備済≫
令和元年度末20.3％

（全体計画面積に対する割合）

整備状況（雨水事業）
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使用料体系

下水道使用料算出表（消費税率10％用）

基本料金

一般排水 水量 ０～２０m3 ２１～５０m3 ５１～１００m3 １０１m3～

単価 2,200円 ×120円 ×140円 ×150円

調整額 0円 －200円 －1,200円 －2,200円

公衆浴場排水 水量 ０～６００m3 ６０１m3～

単価 23,000円 ×85円

調整額 0円 －28,000円

特定排水 水量 １５０１m3～

単価 ×185円

調整額 －54,700円

※「特定排水」とは、工場・事業所から公共下水道に排除される汚水のうち、その汚水量が1,500m3を超える部分をいいます。

★下水道使用料計算例　・・・・・・・・・・２か月の使用水量が４０m3の場合（一般排水）

　　水量　　　　単価　　　　調整額　　　　消費税　　下水道使用料
（　４０m3　×　１２０円　－　２００円　）×１．１０　＝　５，０６０円

下　水　道　使　用　料
区分使用用途

従量料金（計算したい水量に単価をかけて、調整額を引く）

２か月あたりの下水道使用料は、下表で算出した金額に１００分の１０の消費税相当額を加えた額（１円未満端数
は切り捨て）です。
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（40m3/2ヵ月 税込）

県内他市下水道使用料比較

（円）

※全国平均のみ平成30年度実績のため消費税率8％

県内他市（13市）下水道使用料比較
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４ 現計画の説明

草津市下水道事業第８期経営計画 平成29年3月策定

(計画期間 平成29年度～令和3年度)
３つの目標

■ サービス水準の維持向上
■ リスクの抑制
■ 経営の効率化



計画の策定(Plan)

•ビジョン、目標の設定

•基本計画の策定

事業の推進(Do)

•進捗状況の管理

改善の検討(Action)

•未達成目標の対処･将来見通し

•新たなニーズ等の把握

目標達成状況の確認(Check)

•事後（中間段階）評価

•顧客満足度の把握

短期・中期計画
及び実施計画

情報開示・説明責任
情報の収集

事業への
反映

実施成果
の整理

PDCAサイクル

《持続》

経営計画フォローアップのためのPDCAサイクル

目標達成状況の確認(Check)

・事後評価

事業の推進(Do)

・進捗状況の管理

計画の策定(Plan)

・経営計画 目標の設定

改善の検討(Action)

・未達成目標の対処・将来見通し
・新たなニーズ等の把握

情報開示・説明責任
情報の収集

短期・中期計画
及び実施計画

事業への
反映

• 本日審議：目標達成状況の確認（Check）

現計画のフォローアップ PDCAサイクル

16
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５．現計画の評価

【目標１】
サービス水準の維持向上

取組名称 取り組み状況 評価

現行使用料の維持
現行の使用料を継続しながら、下水道サービスの水準を維持している。
（H29～R1:4,600円）【40㎥/2月】（税抜き）

A

窓口業務の充実
上下水道に関する窓口の一本化や、時間外での事故等にも迅速に対応できる体制を
整えており、市民サービス向上に努めている。

A

市民への情報提供

上下水道事業運営委員会を開催し、経営状況を報告するとともに、利用者への
情報公開も広報誌を通じて行っている。
また、ホームページや広報誌を通じて各種イベントの案内をし、下水道事業へ

の理解と興味を持っていただけるよう努めた。
加えて、下水道事業の啓発活動として、マンホールカードを２種類作成し、配

布を行い、市民への情報提供を積極的に行っている。

A

汚水事業の未整備区域
の解消

汚水事業の未整備区域を解消するため、計画的に整備を進めた。しかし、私道の
土地使用承諾が得られない地域もあり、今後も継続して事業を進めていく。

B

施策の取り組み状況
評価基準
A ：予定どおり
B ：一部改善の余地あり
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【目標２】
リスクの抑制

取組名称 取り組み状況 評価

汚水事業の計画的な
点検調査や改築更新
の実施

◆長寿命化計画
長寿命化計画に基づき、がたつきや蓋飛散が懸念される旧規格のマンホール蓋か
ら、高機能であり、雨水流入防止型のマンホール蓋へ令和元年度までに順次更新
した。
（H29:828枚 H30:533枚 R1：320枚）
◆総合地震計画
総合地震計画に基づき、地震時のリスクが高い施設を中心に、耐震性能の有無に
ついて、耐震診断を実施した。
（H29:0km H30：2km R1:2.5km）
◆点検調査計画
施設における老朽化や地震に対するリスクの高さに応じて、計画的に管内テレビカメラ
調査や管口カメラ調査を行った。
【高リスク】（H29:11.5km H30:5.3km R1:0km）
【中リスク】（H29:0.9km H30:2.9km R1:0km）

A

雨水事業の継続的な
実施

雨水幹線の整備を計画に基づき実施した。令和元年度の都市浸水対策達成率は２０．
３％となり、令和３年度には目標値の２０．５％に達する見込みである。
【整備面積】(H29:604.4㎡ H30:608.6㎡ R1:614.5㎡）
【都市浸水対策達成率】（H29:20.0% H30:20.1% R1:20.3%)

※都市浸水達成率は都市浸水対策を実施すべき区域（3,023ha)のうち下水道整備が完
了した区域の面積割合。

A

評価基準
A ：予定どおり
B ：一部改善の余地あり
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【目標３】
経営の効率化

取組名称 取り組み状況 評価

水洗化率の向上
未接続の各家庭や事業所に対して、啓発を行った結果による公共下水道への
切替や新規接続の増加があり、水洗化率が向上している。
（H29:97.0% H30:97.8% R1:97.9%)

A

不明水対策 不明水対策調査を実施した。調査結果に基づき、住民への適切な下水道使用の
啓発および流入箇所の不明水対策工事を実施する。

A

農業集落排水地区の
公共下水道への接続

令和元年度に接続工事が完了し、農業集落排水の６処理区全てを公共下水道
へ接続した。

A

評価基準
A ：予定どおり
B ：一部改善の余地あり
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まとめ

【目標１】
サービス水準の維持向上

【目標２】
リスクの抑制

【目標３】
経営の効率化

現行使用料の維持、窓口業務の充実、市民への情報提供については、計画に基づき
実施しており、引き続き、取り組みを継続し、サービス水準の向上を図る必要があ
る。未整備区域の解消については、種々の要因により、計画どおりの事業執行はで
きていないものの、既に高水準の普及率（99.6％）および水洗化率（97.9％）を
達成している。

汚水事業の計画的な点検調査や改築更新の実施及び雨水事業の継続的な実施は、課
題の解決に向けた各種取り組みを計画的に実施しており、今後起こりうるであろう
総合リスク（老朽化リスク・自然災害リスク）に備えている。今後も継続的に行動
計画を立案し、総合リスクの抑制を図っていく必要がある。

水洗化率の向上、不明水対策、農業集落排水地区の公共下水道への接続を計画に基
づき実施したことにより、経営の効率化を図ることができている。特に、農業集落
排水地区の公共下水道への接続については、草津市下水道事業第８期経営計画に基
づき事業が完了したことにより、今後の経営面において、その効果を発揮できると
考える。


